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外来片頭痛患者に対するパンフレットを用いた
介入効果の検討

The effectiveness of pharmacists' intervention utilizing leaflets to migraine outpatients
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要旨；片頭痛治療を目的として２回以上通院している外来患者を対象に、片頭痛の疾患及び薬物療法の知識に関する
Q&A形式のパンフレットを用いた服薬指導（以下パンフレット介入）を行った。薬剤師の介入が、片頭痛患者の疾患及
び薬物療法に関する意識と服薬行動の変容に対してどのような効果があるかを検討するために、片頭痛に関する知識、
薬物療法に関する意識及び服薬行動に関するアンケート調査を介入前後に実施した。コントロール群として、パンフレッ
ト介入をしない患者群についても同様の調査を行った。56名の患者から回答が得られた。介入群は、コントロール群と
比較して疾患及び薬物療法に関する理解度および意識において有意な向上が見られた。行動の変容については有意な差
は見られなかった。また、介入における対話を通じて、患者が疾患や治療に関する悩みを打ち明ける場面が見られた。
以上より、パンフレットそのものがもたらす情報に加え、パンフレットの構成と活用方法の工夫、さらにはツールを用
いた双方向コミュニケーションプロセスが患者の理解度の向上をもたらしたと考えられる。

Abstract ; Pharmacists have been providing consults to outpatients with migraines who visited the hospital more than 
twice for their condition by utilizing the question and answer (Q&A) style leaflets to derive information about the 
migraine medication administered at the hospital pharmacy. In order to evaluate the effectiveness of the consultation 
process, we have conducted pre- and post-surveys regarding the patients' understanding of the disease as well as 
their behavior towards the medication. A total of 56 patients were enrolled in the study. Patients with intervention 
demonstrated significantly better improvement for their understanding of the disease and medication than those in 
the control group; however, no effect was observed for their behavior towards the medication. In conclusion, 
interactive communication through Q&A leaflets has enhanced patients' self-awareness of the disease; this may enable 
better understanding of their own medication.
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１．緒言
　我が国における最初の科学的な頭痛疫学調
査となる坂井ら（1997）の研究によると、国
民全体の年間片頭痛有病率は8.4%であるとい
われる。片頭痛患者の69.4%は一度も頭痛の
ために受診したことがなく、一方で74.2%の
片頭痛患者は片頭痛により有意な日常活動の
阻害があると回答している1。このように、
未受診の患者は片頭痛による日常生活への不
便さを感じていながらも、治療に対する意識
は低いことがうかがえる。
　薬物療法を安全で効果的に進めるには、患
者自身による正しい知識の習得と治療に向け
た行動変容が不可欠である。Harveyら（1991）
の調査によれば、外来患者に対する服薬指導
において、薬剤師による口頭のみ、パンフ
レットのみの介入と比較して、双方を併せた
介入がより患者に好まれている2。本邦にお
いても、患者説明・服薬指導ツールを用いた
エロゾル製剤の使用方法の説明によるアドヒ
アランス向上3や、緩和医療において医療用
麻薬パンフレットを用いたことによる患者の
疑問や不安の軽減4等、補助ツールを用いる
ことにより服薬指導の成果を高める工夫が報
告されている。また、看護領域においても、
統合失調症の入院患者に対してパンフレット
を用いた指導を行うことにより、服薬コンプ
ライアンスが高まるとともに、パンフレット
による介入により患者の薬や病気に対する考
え方を聞くことができた等、コミュニケー
ションツールとしての有用性も報告されてい
る5。しかしながら、片頭痛患者を対象とし
たツールを用いた服薬指導の有用性に関する
報告はまだない。
　そこで本研究では、薬剤師によるQ&A形
式のパンフレットを用いた介入（以後パンフ
レット介入）が、片頭痛患者の疾患や治療に
対する意識や行動に影響を与えるかを、アン
ケート調査および聞き取り調査を通じて明ら
かにすることを試みた。

２．方法
（１）対象患者
　社会医療法人 医仁会 中村記念病院（札幌
市）頭痛外来において、平成23年５月～８月
に受診した患者の中で片頭痛薬物治療を２回
以上行っている患者のうち、本研究の参加に
同意が得られた患者を調査対象とした。本研
究ではパンフレット介入による服薬行動及び
意識の変化の比較を目的とするため、薬物療
法について通常の服薬指導（薬剤情報提供文
書を用いた服薬指導）を既に受けている患者
を対象とし、服薬初回の患者は対象外とし
た。

（２）実施計画
　本研究参加への同意が得られた対象患者
に、アンケート調査を行った。同意取得順に
アンケート番号をふり、アンケート番号が奇
数の患者にパンフレット介入を行う群（介入
群）、偶数番にパンフレット介入を行わない
群（非介入群）として割り付けた。
　介入群には１回目来院時（同意取得時）に
アンケートおよびパンフレット介入を実施
し、再来院時に再度アンケートを実施した。
非介入群は来院時アンケート時にはパンフ
レットを用いず通常の服薬指導業務(服薬指
導、モニタリング、相談)を行い、再来院時
にアンケートを実施後、パンフレット介入を
行った。

（３）パンフレット介入の流れ
　両群に対してアンケート実施後に筆者が作
成した以下２種類のパンフレットを用いて服
薬指導を行った。用いるパンフレットは使用
薬によって異なる。
急性期用パンフレット（図１）：処方内容が
鎮痛剤、トリプタン製剤の患者用
予防用パンフレット（図２）：処方内容が各
種予防薬の患者用
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図1.　急性期用パンフレット

図2.　予防用パンフレット
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　パンフレット介入は、まずパンフレット表
面のクイズに解答してもらい、続いて裏面の
解説を読みながら、頭痛の記録を付ける「頭
痛ダイアリー」や薬物乱用性頭痛の説明冊子
を紹介し、疾患および薬物療法に関する知識
および、服用上の注意を含めた治療に必要な
行動について詳細な説明を行った。その際
に、聞き取り調査として、今後頭痛とうまく
付き合うためにどのように対応するか、患者
が抱えている悩みや疑問なども合わせてすべ
ての患者から話を聞き、双方向のコミュニ
ケーションとなるように関わった。尚、パン
フレット介入は原則として共著者である一人
の薬剤師が行い、その他の薬剤師が対応する
場合にも同一の対応ができるよう、パンフ
レット介入の方法に関する十分な情報共有を
あらかじめ行った。また、対象となる患者が
受診した頭痛外来は、受診日時に関わらず全
て同一の医師が担当した。

（４）アンケート項目および実施の方法
　アンケートの質問は、通常の服薬指導およ
びパンフレット介入によって改善が期待でき
る内容であり、片頭痛に関する疾患および薬
物療法に関する理解度と服薬行動に関する項
目を、外来担当医と相談して設定した（図
３）。知識の理解に関する設問の回答方式は

（１理解している・２なんとなく理解してい
る・３あいまい・４理解していない）の４段
階尺度とした。服薬行動に関する設問の回答
方式は（はい・いいえ）の２択とした。対象
患者に対するアンケートの実施及び介入は、
病院内薬局来局時に患者の承諾を得て、薬局
の待合室にて行った。

（５）結果の分析　　
　アンケート結果は、解析ソフトSPSSを用
いて統計的分析を行った。意識に関する設問
の解析にはWilcoxonの符号付順位和検定を
用いた。服薬行動に関する設問の解析は
McNemerの検定を用いた。

（６）倫理的配慮
　本研究は同病院倫理審査委員会によって承
認された研究である。非介入群患者に対して
は、再来院時アンケート実施後に、介入群と
同様のパンフレットを用いた指導を行うこと
により、医療サービス提供の公平性に配慮し
た。

３．結果
（１）対象患者の背景
　アンケート依頼患者合計61名に対し、研究
期間内に２度目の来院がなかった５名を除く
介入群29名、非介入群27名、合計56名を分析
の対象とした。対象患者の男女別人数は女性
55名、男性１名で、平均年齢は40.2歳であっ
た。また、対象患者の使用パンフレットは、
急性期用パンフレットのみ使用が５名、予防
用パンフレットのみ使用が13名、両方のパン
フレットを使用する患者が38名であった。聞
き取り調査より、予防療法のみを行う患者
は、症状が落ち着いており予防薬のみで対処

図3.アンケート調査票
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両群において有意差は見られなかった。再来
院時アンケートにおける回答平均値は介入群
で1.37、非介入群で1.6であり、介入群と比較
して、非介入群の数値が有意に高かった。ま
た介入群および非介入群における１回目来院
時と再来院時の回答平均値の比較では、介入
群、非介入群ともに、１回目来院時アンケー
トと再来院時アンケートの間に有意差が認め
られた。（図４）
　また、個別各質問項目について、平均値が
下降していれば理解度が向上、平均値が同じ
であれば理解度に変化なし、平均値が上昇し

できる患者および、薬物乱用防止のため医師
から急性期薬の処方制限を受けている患者で
あった。

（２）アンケート結果の解析
１）疾患および薬物療法に関する知識に関す
る理解
　各アンケートにおける、疾患および薬物療
法に関する理解についての質問１～７の平均
値の合計について、有意差検定を行った。数
値が低いほど理解度が高いことを意味する。
１回目来院時アンケートにおける回答平均値
は、介入群で1.86、非介入群で1.87であり、
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図4. 疾患および薬物療法の知識理解の変化（全体）
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で６名、「質問11．頭痛予防のために具体的
に何かを実践している」で４名であった。ま
た、非介入群では「質問８」で５名、「質問
９」で３名、「質問10」で２名、「質問11」で
５名であった。すべての質問において介入前
後に有意差は見られなかった。（図６）。

４．考察
　疾患および薬物療法に関する理解度（質問
１～７）について、一回目アンケート時には
両群で有意差は見られなかったものの、二回
目アンケートの結果、介入群において有意に
理解度の向上が見られた。このことから、パ
ンフレットを用いた介入は疾患および薬物療
法に関する理解度の向上において、効果的で
あることが示唆された。個別の質問項目を見
ると「質問３．薬物乱用性頭痛に関する知
識」について介入群において顕著な理解度の
向上が見られた（図５）。聞き取り調査によ
ると、もともと薬物乱用の傾向がない患者は

「薬物乱用性頭痛」という言葉自体を知らず、
薬物乱用と聞くと麻薬や覚せい剤を連想する
患者もいた。こうした患者の理解度が向上し
たことが、全体の理解度向上につながったと
考えられる。一方で、「質問５．状況に応じ

ていれば理解度が低下と分類し、各質問項目
の介入の影響について分析した。介入群にお
いて理解度が有意に向上した項目およびその
人数は、「質問１．片頭痛と緊張型頭痛の違
い」で12名、「質問３（Ⅰ）．薬物乱用性頭痛
が起こる原因」で18名、「質問３（Ⅱ）．薬物
乱用性頭痛が起こったときの対策」で20名、

「質問６．必ず医師に知らせなければならな
い体調変化」では12名であった。また、非介
入群においては、「質問１」で８名、「質問６」
で10名、「質問７．頭痛が起こった回数を把
握する理由」で12名、の３項目において有意
に理解度の向上がみられた。（図５）
２）服薬行動の変化
服薬行動に関する質問について、1回目と再
来院時のアンケートの回答が(いいえ→はい)
に変化していれば行動の「開始」、回答に変
化がなければ変化無し、（はい→いいえ）に
変化していれば行動の「中止」と分類した。
患者が行動を「開始」した項目およびその人
数は、介入群においては「質問８．頭痛に関
する記録をつけている」で３名、「質問９．
お薬の使用量や使用頻度に関する記録をつけ
ている」で２名、「質問10．お薬の使用とは
別に、頭痛を和らげる方法を実践している」

図6.　服薬行動の変化の比較
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たお薬の適切な使用間隔」においては、理解
度の向上はほとんどなく、非介入群との有意
差もみられなかった。これは、予防薬のみを
処方された患者にとっては定時服用が原則で
あり、急性期薬である頓服薬に求められる

「使用間隔の理解」の必要性が薄いためであ
ることが理由として考えられる。
　今回の結果で有意差が見られなかった「質
問2、4、5」はいずれも服用薬に関する質問
であり、これらの内容に関しては、パンフ
レット介入の有無は患者の理解度には影響を
与えていないと考えられる。これは、本研究
の対象患者がすでに一回以上の通常の服薬指
導を受けており、一定の薬識を持っていたた
めと考えられる。一方で、パンフレット介入
により有意に意識の向上が見られたのは、主
に病識に関する質問であった。片頭痛治療に
おいては、服用する薬のみならず、疾患その
ものについても患者自身が理解していること
が、治療効果を高める上では重要となる6。
この観点から、パンフレット介入は従来の服
薬指導の機能を高め、より安全で効果的な薬
物療法を進める上で有用であると考えられ
る。
　服薬行動に関する設問では、両群および介
入前後のいずれにおいても有意差は認められ
なかった。知識の理解度に関する設問と異な
り、理解を求めるだけでなく、患者自身の行
動変容に結びつけるためには一度きりの介入
では無く、継続的な介入が必要であると思わ
れる。
　介入群の患者には１回目来院時アンケート
実施時に、「頭痛ダイアリー」を説明して配
布したところ、再来院時アンケート実施時に
は使用したという患者が多く見られた。た
だ、こうした患者は以前から手帳や医師の配
布している記録用紙に記録をつけていたケー
スが多かった。また、非介入群のうち新たに
記録をつけ始めた患者に対する聞き取り調査
のなかで、一回目のアンケートの項目を見て

「記録をつけた方がいいんだね」といった発
言があった。この患者には、パンフレット介
入が無くとも、アンケートの実施自体により
頭痛の記録に興味を持つきっかけとなったと
考えられる。すなわち、介入群、非介入群に
おいて有意差が見られなかった理由の一つと
して、アンケートの実施自体が一種の介入効
果をもたらした可能性も考えられる。頭痛へ
の対処や予防に関する行動は、有意差はない
ものの介入前後で変化する傾向が見られた

（図６）。二回目アンケート時の聞き取り調査
によると、予防法として「暗い部屋で大人し
くする」、「首や頭を冷やす」、「寝る」、とい
う回答が両群から得られた。予防への対処法
は、「禁酒」、「片頭痛に影響するものを食べ
ない」、「寝すぎない」、「夜更かししない」、「一
定の睡眠をとる」、など飲食と睡眠に関する
対処法が聞かれた。調査過程における聞き取
り調査において、一回目アンケート時には患
者はこれらの対処を「対処法、予防法」とし
ては意識しておらず、二回目アンケート時に
初めて認識した患者がいた。このことから、
本研究結果に見られた行動の変化は、必ずし
もパンフレット介入の効果であるとは言えな
いと考える。
　本研究では介入群、非介入群に対してパン
フレットを用いた服薬指導を行った。パンフ
レットの内容を用いて患者の理解度や考えを
聞くことで一方的に説明を押し付ける形にな
らず、説明に対する感想や説明に関連した悩
みを述べる患者も見られ、患者が自ら自分の
ことを述べるきっかけとなっていた。これ
は、パンフレットを介した双方向コミュニ
ケーションをとることにより、薬剤師が患者
の理解不足の点や疑問点、悩みなどをより的
確に理解し、適切な情報提供や支援を可能に
したと考えられる。さらに、パンフレットの
Q（患者の知識、行動に関する設問）により
患者が自らの知識や行動を省察することによ
り、自身に不足する知識や行動を習得しよう
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個々の特性を踏まえた適切な介入方法およ
び、その評価方法に関する研究が必要と考え
られる。
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とするレディネスが高まり、引き続いて行わ
れるA(解答の解説)の理解度がより深まった
ことによるものと考えられる。すなわち、患
者の片頭痛治療に関する理解度の向上には、
パンフレットに含まれる情報のみならず、
Q&A形式のパンフレットを用いた双方向コ
ミュニケーションによる介入形態も寄与して
いたものと考える。

５．総括 
　本研究では、すでに薬物療法を開始してい
る片頭痛患者に対して、新たにQ&A形式の
パンフレットを用いて薬剤師が介入すること
による効果を検証した。その結果、パンフ
レット介入は患者の服薬行動には影響を与え
ないものの、疾患、薬物療法に関する意識を
高める上で有用であることが示唆された。し
かしながら、本研究においては同一病院の、
同一担当医を受診した患者を対象としている
ことから、患者の疾患や治療に対する理解度
に一定の傾向があることがバイアスとして考
えられる。また患者個々の疾患やその程度、
生活背景等を含めた介入の妥当性に関する検
証はなされていない。今後は複数の医療機
関、担当医を受診した患者に対する、患者


